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平 成 ２ ３ 年 度 当 初 予 算 編 成 方 針

平成２２年９月の内閣府の月例経済報告では、「景気は、引き続き持ち直してきてお

り、自立的回復に向けた動きもみられるが、このところ環境の厳しさは増している。ま

た、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。」とされています。

このような経済状況は、本市の財政状況にも多大な影響を及ぼしており、平成２１年

度決算では、歳入の根幹をなす市税が大きく落ち込み、平成２３年度も引き続き歳入の

減少が懸念されます。一方、歳出についても、少子高齢化などによる扶助費の増加、市

債の元利償還金の増加などが見込まれることから、市財政を取り巻く環境は依然として

厳しい状況が続くものと見込まれます。

このような状況を踏まえて、平成２３年度の当初予算編成については、職員一人ひと

りが本市の財政状況を十分認識し、安定した財政運営を行うため、これまで以上に事業

の必要性を十分検討した上で、次の３点を基本方針として予算編成に当たることとしま

す。

予算編成の基本方針

１．後期基本計画及び中期財政計画に基づいた予算編成

平成２２年３月に策定した第１次山県市総合計画・後期基本計画及び中期財政計画

を踏まえた予算編成に当たるとともに、各部・課長の責任において予算原案を取りま

とめるものとします。

２．枠配分方式による予算編成

経常的経費については、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）を除いた一般財源

に前年度当初予算額と同額を各部局等に枠配分し、その範囲内で予算編成に当たるも

のとします。

臨時的経費については、緊急性のあるものや重点事業以外は前年度当初予算額の９

０％を目標に予算編成に当たるものとします。

３．創意工夫のある予算編成

これまで、「集中改革プラン」や「事務事業の総点検」により、行財政改革に取り

組んできており、その成果も表れてきていますが、今後の財政需要を考慮に入れ、財

源に見合った事業の推進に努めるよう創意工夫し、予算編成に当たるものとします。

以上のことを踏まえ、限られた財源を最大限有効に活用し、住民福祉の向上につなが

るよう、「予算編成留意事項」により、全職員が一丸となって英知を結集し、予算編成

作業に当たることとします。



- 2 -

予 算 編 成 留 意 事 項

１ 一 般 的 事 項

国・県の動向

国の動向については、平成２２年７月の閣議決定で「平成２３年度予算の概算要求組

替え基準について～総予算の組替えで元気な日本を復活させる～」において来年度予算

の概算要求を１割削減する基準が決定されました。このとおり実施されれば地方自治体

に及ぼす影響は大きく、国庫補助金及び負担金の廃止や縮小、削減などが予想されるた

め、今後の政策動向を注視していく必要があります。

また、県においては、平成２２年度からの３年間で構造的な財源不足を解消するため

の行財政改革アクションプランを実施しており、県単独補助金の見直しなどにより昨年

に引き続き大きな影響を受けているところです。このため、自主財源が乏しく国・県な

どへの財源依存度が高い本市にあっては、極めて厳しい財政状況となることが必至です。

国・県の予算、制度が未確定の場合は、原則として現行制度により予算計上して下さ

い。

本市の財政状況

平成２１年度一般会計決算では、定額給付金、地域活性化・経済危機対策臨時交付金

事業、地域活性化・公共投資臨時交付金事業及びクリーンセンター整備事業・美山中学

校整備事業等を実施したことにより、平成２０年度との比較では、歳入総額が約１７１

億４千万円で約３３．８億円（対前年度２４．６％）の増加、歳出総額が約１６７億８

千万円で３７．３億円（対前年度２８．６％）と大幅に増加となりました。

財政分析指標については、経常収支比率は、平成２０年度より１．２ポイント改善し

９１．３％となりましたが、多額の市債を借り入れしたため、実質公債費率は１７．４

％（対前年度２．０％）将来負担比率１３４．１％（対前年度１４．９％）と増加する

こととなりました。

参考

山県市１７．４％

実質公債費比率 健全団体 財政健全化団体 財政再生団体

２５％（早期健全化基準） ３５％（ 財政再建基準）

実質公債費比率 一般会計等が負担する市債の元利償還金等の実質的な公債費の標準財政規

模に対する比率であり、過去３ヵ年の平均値。
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山県市１３４．１％

将来負担比率 健全団体 財政健全化団体

３５０％（早期健全化基準）

将来負担比率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点

での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標となる。

平成２２年度当初予算は、大型事業の完了により１２２億８千万円と平成２１年度と

比較すると大幅な減少となりましたが、歳入では、一昨年からの経済不況の影響で市税

は大幅に減少が見込まれ、財源不足額を魅力あるまちづくり基金や財政調整基金の繰入

れにて補てんしている状況です。一方、歳出については、扶助費、市債の元利償還金の

増加などが見込まれ厳しい財政状況が続いています。

参考

平成２２年度末 一般会計市債現在高は 約２４１億円

一般会計基金の残高は 約 ６８億円となる見込みです。

地方交付税の削減

普通交付税は、平成２５年度で合併算定替の期間が終了するため、合併算定

替による普通交付税の増額分が平成２６年度からの５年間で段階的に縮減され

ます。

公債費の増嵩（一般会計）

公債費の推移予測 （単位：億円）

項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

公 債 費 ２４．４ ２５．０ ２５．６ ２７．１ ２６．４ ２４．７

対２２年度増減 － ０．６ １．２ ２．７ ２．０ ０．３

※公債費の償還ピークは平成２５年度 ※ 繰上償還は除く
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予算編成の基本的事項

このように、本市の財政状況は厳しい状況が続いていることから、この現状を職員一

人ひとりが真摯に受け止め、こうした状況を乗り切るため、更なる経費削減を図るとと

もに歳入増に繋がる施策を講じるなど、本市の健全財政のため、職員の英知を結集し予

算の編成に当たることとします。

以上のことを踏まえ、平成２３年度当初予算の編成に当たっての基本的な事項を次の

とおり示します。

Ⅰ 歳出

平成２３年度の予算編成は、集権化（主要事業）と分権化（枠予算）の２種類の

方法を用いて行うこととし、経常の一般財源については、部ごとに予算額を配分し

その予算額内に収まるよう部内での調整を行ってください。

経常的経費

１．平成２３年度予算は、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）を除く一般財源ベ

ースで前年度額を上回ることの無いよう計上してください。

２．各事業において増加する経費については、部内において部の配分額内で調整を図

ってください。

臨時的経費

１．臨時的経費は、前年度臨時的経費総額の１０％減を目標額としています。各施設

の備品購入費、工事請負費のほか、ソフト事業などで毎年予算計上されているも

のについては、前年度当初予算額の１０％減を基本とし、賃金なども検討の一つ

に加え削減に努めてください。

２．その他普通建設事業及び主要事業については、必要に応じ計上し、例年通り予算

査定時に調整を行います。


